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独立行政法人国民生活センター 注目情報 2025 年 7月 2日 
 
主に EC サイトでのインターネット通販における便利な決済手段の一つとして「後払い決

済サービス（クレジットカード等を用いず、2 カ月以内での後払いができるサービス）」が
利用されています。後払い決済サービスは商品が手元に届いた後で支払うことができること
に加え、クレジットカード番号等を販売業者に伝えずに決済できるため、気軽に利用できる
点が大きなメリットとされている決済手段です。 

その一方で、全国の消費生活センター等には後払い決済サービスが利用された取引に関す
るトラブルも寄せられ始めたことから、国民生活センターでは、2020 年 1 月に後払い決済
サービスについて特別調査を行い、公表を行いました＊1が、その後も依然として相談件数が
増加し続けています。そこで、改めて後払い決済サービスが関連する相談事例を紹介し、消
費者に注意喚起を行うとともに、消費者トラブルの未然防止・拡大防止のため、業界団体
へ」 

 
＊1（特別調査）消費者トラブルからみる立替払い型の後払い決済サービスをめぐる課題 

          URL https://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20200123_1.html  
 

相談事例 

・解約したのに後払い決済サービスで請求を続ける定期購入業者とのトラブル 
・契約を断った消費者に後払い決済サービスで教習料金を請求する自動車教習所との 
トラブル 

・後払い決済サービス事業者から突然請求される購入した覚えのない商品代金に関する 
トラブル 

 

相談事例からみる問題点 

・消費者対応が十分ではない販売業者が後払い決済サービスの加盟店になっている。 
・消費者トラブルを発生させている販売業者に関する情報を、後払い決済サービス事業 
者が積極的に把握せず、その結果、迅速な調査が不十分なことがある。 

・後払い決済サービスが悪用されている。 
 

消費者へのアドバイス 

・後払い決済サービスの利用時に限らず、契約前には表示や料金、契約条件などをしっ 
かり確認し、契約するか慎重に検討しましょう。 

・後払い決済サービスの利用であっても慎重に検討しましょう。 
・販売業者とトラブルになった場合は、後払い決済サービス事業者にも連絡しましょう。 
・不安に思った場合やトラブルになった場合には、すぐに最寄りの消費生活センター等 
に相談しましょう。 
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増加し続ける後払い決済サービスが関連する消費者トラブル－商品が届いた後

に支払えるからといって安心せず、契約条件をよく確認しましょう－ 

 



 

 

 

 
 

独立行政法人国民生活センター 注目情報 2024 年 6 月 27 日 

  
投資や副業といった儲け話をきっかけにした消費者トラブルが年齢を問わず依然として続

いています。投資や儲け話を聞いたら、まずは疑いましょう。特に、無登録の海外事業者に
よる詐欺的な投資勧誘のほか、若年者に対する詐欺的な投資勧誘、暗号資産に関する詐欺的
な投資勧誘によるトラブルも目立ってきています。 

 
トラブルとなっているケース 
・海外に所在するとしている業者が、金融商品取引法に基づく登録を受けずに国内の消費者

に対して勧誘を行い、トラブルになっているケース 
・金融商品取引法に基づく登録を受けていない業者（無登録業者）等が、セミナーや SNS 等

を通じて若年者に「投資話」を持ち掛け、消費者金融等から借り入れをさせて投資させる
などし、トラブルとなっているケース 

・暗号資産で海外事業者に投資をすると大儲けできると勧誘を行い、配当や預かった暗号資
産の払い戻しに応じずにトラブルとなっているケース 

 
※暗号資産とは、インターネットを通して電子的に取引されるデータであり、日本円やド

ルのように、国がその価値を保証している「法定通貨」ではありません。様々な要因に
よって価格が変動するため、価格が急落し、損をする可能性があります。 

    
トラブルに遭わないためのポイント 

 ・暗号資産の投資を進める相手からの勧誘をうのみにしない。 
・取引内容やリスクが十分に理解できなければ契約しない。 
・投資勧誘を受けた場合には、業者の登録の有無なども確認し、契約するつもりがなければき

っぱりと断る。 
 
  確認先 

□金融商品取引業の登録を受けた業者については、「免許・許可・登録         
を受けている業者一覧」（金融庁） 

 
URL  https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html#kinyushohin  

 
□暗号資産交換業者に係る情報や利用者の方向けの注意喚起等に関する 

  ‘情報は、「暗号資産の利用者のみなさまへ」（金融庁） 
 

URL https://www.fsa.go.jp/policy/virtual_currency/index.html 
 

 
 
 
 

一般社団法人 北海道消費者協会 
 

北海道消費者協会では、北海道からの受託事業として「地域消費者被害防止ネットワー
ク(北海道登録)」や消費者安全法に規定されている「消費者安全確保地域協議会（消費者
庁登録）」設置の促進を支援しております。設置に向けてご意見やご質問等がございまし
たら、お気軽にお問い合わせください。 
 
  連絡先 

一般社団法人北海道消費者協会  消費者教育推進及び地域ネットワーク設置促進担当 
 電話  011(221)4217  ・E-mail  keihatsu@do-syouhi-c.jp 

 
                                                                                                                                            

儲け話に関するトラブルにご注意！ 

https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html#kinyushohin
https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html#kinyushohin
https://www.fsa.go.jp/policy/virtual_currency/index.html


 

 
 
                            北海道警察本部生活安全企画課特殊詐欺抑止対策係 

 

令和７年７月９日、宗谷総合振興局管内に居住する 40 歳代女性の携帯電話に北海道

警察の警察官を名のる男から、「詐欺事件の捜査であなた名義の運転免許証が見つか

った。」「逮捕されたくなければ任意の捜査に協力するように。」等と電話があり、そ

の後、７月９日から 14 日までの間、12 回にわたって、資金調査の名目で犯人が指示

した口座に現金合計約1,700万円を振り込み、だまし取られる被害が発生しまし た。  

※被害者は金融機関の窓口で振り込み上限額を引き上げており、窓口職員から「詐欺

に遭っていませんか」と声かけをされていたが、被害者は詐欺だと思っておらず、さ

らに、他言してはならないと言われていたため、阻止を回避していた状況。 最終的に、

高額現金を引き出そうとした先の金融機関からの通報により、詐欺被害に気がついて

います!  
 
★ニセ警察詐欺のキーワード★ 
 
 守秘義務   

・事件捜査を理由に被害者に守秘義務等を課して、誰にも相談できない状況を作り 

出します。 

 行動を支配 

・機密保持のために「２時間ごとに連絡すること」等と行動を支配します。 

 送金の指示  

・ 「逮捕した共犯者があなたに送金をしたと話している」等と告げ、資金調査を名目

に送金を指示します。  
 
★被害防止のポイント★  
 

警察官を名のる者から連絡があった場合は、警察官の所属・名前を確認した上でい

ったん電話を切って、警察相談専用電話♯9110 やご自身で調べた警察署等の電話

番号に相談してください！  

 

【金融機関の皆様へ】 

 ○ 詐欺被害者は、振り込みの上限額を引き上げたり、高額現金を引き出したり、  

振り込んだりすることが予想されます。 声掛けやモニタリングを強化していた

だき、不審な取引等を認めた場合は、積極的な通報をお願いします。 
 
 【すべての事業者等の皆様へ】 

 ○ この情報は、できる限り多くの道民の皆様に伝達できますよう、傘下企業、ご家 

族、ご友人、お知り合い、ご近所の方に対して転送するなど、広く情報提供を

お願いします。 

 

 

北海道消費者被害防止ネットワーク事務局から 

北海道警察本部生活安全企画課特殊詐欺抑止対策係より「配信ニュース」「特殊詐

欺対策ニュース」等の最新情報をいただいております。各構成団体・関係団体様に

おきましては、更なる注意喚起とご活用の程お願いいたします。 

 
 

ニセ警官詐欺による高額被害の発生(7/17) 




